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論 文 内 容 の 要 旨




いては、現行 『資本論』第3巻 、第1章 冒頭の一節を検討 しつつ、『資本論』第3巻 の利潤論を、
第1・2巻 との関係において、方法的 ・理論的に位置づけた。すなわち、第3巻 冒頭の一節におい
ては、第2巻 第3篇 「社会的総資本の再生産 と流通」を、第1・2巻 を第3巻 へ媒介する分析 とし
て特に問題に しているが、その第2巻 、第3篇 においては、資本が、個別諸資本の循環 ・回転の絡
み合いの総体として、諸商品市場を社会的に編成するための諸条件が分析されている。 とすれぽ、
第3巻 冒頭一節のいわゆる 「この第3部 で問題とする」「具体的諸形態」なかでもその最初の形態
たる利潤(率)の 形態は、諸商品市場を有機的総体として編成 してゆ くような個別諸資本の自立の
形態 として、 したがって個別諸資本の競争の形態として展開されざるをえないであろうd
第2章 「費用価格と利潤の形態規定」では、現行 『資本論』第3巻 、第1章 「費用価格 と利潤」
および第2章 「利潤率」を検討して、両章における費用価格と利潤(率)の 規定の統一的展開を試
みた。現行r資 本論』第3巻 、第1章 では、商品価値の範式 「W=c+v+m」 を前提 として、費
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用価格の規定が展開され、さらに利潤率の規津が展開されている。それに対 して、第2章 では、資








第3章 「利潤率を規定する諸要因と競争」では、まず、現行r資 本論』第3巻 、第3章 および第
4章を検討 して、それらにおける利潤率を規定する諸要因の分析が、いおゆる価値どお りの交換を
前提として、剰余価値率、資本の価値構成、可変資木の回転数 とい う資本 ・賃労働の本質的関係を
規定する実体的量規定の分析に終 っていることを指摘 した。そして、それらの分析が、費用価格の
形態規定を欠落させていることに端的に示されるように、利潤(率)の 形態規定からすれぽ、不十




第4章 「一般的利潤率の形成 一 利潤率における資本の一般性 と競争 一 」では、『資本論』第











として展開されなけれぽならないのであり、一般的利潤率も、価値 どお りの交換を前提す ることな
く、利潤(率)の 形態における個別諸資本の同等性を根拠 として、 しか も競争に媒介されたもゐと
して展開されなけれぽならないと考える。
第5章 「『市場価値』 とr競争』の検討」では、『資本論』第3巻 、第10章における 「部面内競争」
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と 「部面間競争」の展開を検討 して、それらを、 より高い利潤率を追求する個別諸資本の競争の展
開として再構成すべ く試みた。第10章の 「部面内競争」の展開は、いわゆる単純商品生産の想定 と
価値 どお りの交換の前提のもとで展開されている。しかし、そのような想定および前提によっては、
より高い利潤率の追求という競争の動力および基準は明確にならない6また、生産条件の格差の必










では、第1篇 、第5章 における 『資本論』第3巻 、第io章の検討を前提として、産業循環(景 気循






況期にかけての移行期 とに分けて分析 した。前者では、固定資本補填(更 新)投 資と新投資 との進
行によって、有効需要が拡大すると同時に、新たな生産方法の普及 とも相侯 って、生産 ・供給能力
も拡大 してゆく。また、固定資本補填投資が進行 しているこの時期には、「部面間競争」による資
本移動も順調に行なわれる。 したがって、市場価格も安定的に変化 し、利潤率も上昇傾向を示 しつ
つ一定水準を形成しえる。それに対 して、後者の時期には、固定資本補填投資の完了と流動資本投
資の拡大によって、またさらに個別諸資本の投機的活動(好況末期)と その崩壊(恐 慌期)に よっ
て、市場価格と利潤率は不安定な累積的変動を示 し、生産諸部面間での需給関係の不均衡や利潤率
の不均等も調整困難となる。
第7章 「『実現』問題およびr資 本の絶対的過剰生産』の検討 一 動態的競争分析に向けて
」では、r資本論』第3巻 第3篇 第15章における、剰余価値の 「実現」の問題および 「資本の
絶対的過剰生産」の展開を検討して、それらをく利潤論次元における動態的競争分析 として、統一
的に再構成すべ く試みた。第3巻 第15章における、剰余価値の 「実現」の問題お よび 「資本の絶対
的過剰生産」の展開は、「競争」や 「恐慌」 ・ 「産業循環」に言及する動態的競争分析の性格を有
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しつつも、結局、「資本一般」の方法的制約によって、十分な展開がなされずに終っている。われ






第8章 「競争 と景気循環」では、まず1に おいて、以上展開 してきたような本論文の方法的 ・理








論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文は、『資本論』の利潤論を検討 して、利潤 と景気循環の理論の競争論的な再構築を 目指 し
たものである。
〔1〕第1篇 「利潤 と競争」1章 は、『資本論』3巻 冒頭を検討 し、理論の性格を論 じている。3
巻における 「具体的諸形態」は、諸資本の競争から生 じる 「具体的諸形態」であ り、利潤 も商品
市場での個別資本の競争の形態であるはずだとしている。
2章は、『資本論』3巻 の1章 と2章の関係を検討 し、「利潤」のとらえ方を究明している。商
品価値の構成か ら利潤を導 く視点よりも、生産過程と流通過程の 「同格化」の視点が重要だ とし、
この視点から、利潤 と利潤率を捉えるべきだとしている。
3章は、r資本論』3巻 の3章 ～6章 を検討 し、利潤率の、剰余価値率、資本の有機的構成、
回転期間とい う実体的規定にかえて、利潤率=Q(Wp-k)/C、 という競争論的な規定を与
えている。個別資本の投下資本C、 一定期間の商品販売量Q、 商品単位あた りの商品販売価格
Wp、商品単位あた りの費用価格kで ある。






する。そ して、生産条件の差異は同業資本家のもとでの固定資本の存在によるのであ り、 この差
異が部門間の資本移動によって調整 される過程が、同時に市場生産価格の決定過程であることを
論 じている。




循環的変動をひきおこす。第1は 、固定資本の、償却資金の形成 と更新投資 という独 自の回転様














ここで、蓄積率g、 「追加更新投資率」h、 投下総資本にたいする資本家消費の比率b、 である。
そこで、著者によると、景気循環の中心をなす利潤率の変動にと.って、蓄積率ないし投資の変





























本の競争関係のなかでの再生産ではかならず投資の循環的変動が生 じ、 これが、資本 ・賃労働関係









の貯蓄 と消費制限との関係、産 金部門による景気の規制の仕方などの問題では、なお論証が不足 し




相殺 してあまりある貢献が存在している。それは、大 きくは3点か らなる。





第2に 、利潤率の決定要因の1つ として、投資を重視しつつ、 この投資の動態の違いを明確に し
たことである。これによって、新規固定資本投資は、利潤率動向の期待に依存 し、需要面から好況
を牽引する役割を有 し、作業機の更新投資は、不況期のコス ト競争戦に依存 し、景気回復の原動力
とな り、流動資本投資は信用拡張とからんで、信用恐慌の契機 となることなどが示された。
第3に 、これらの分析を、マルクス経済理論の資本 ・賃労働関係の分析のうちに位置づけている




た宇野恐慌論 としても、資本過剰論に商品需給変動論を本格的に取 り込み、従来の水準を こえるも
のと評価することができる。
審査委員会は、面接試験をもおこなった結果、本論文について、以上のごとく評価 し、論文審査
の結果は合格であると判定する。
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